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図 1.1 生活用水使用量の推移 (国土交通省, 2013) 
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図 1.3 各種用水の渇水発生地区数 (国土交通省, 2013) 
 
表 1.1 1994年渇水における主な都市の断水 (細田, 1996) 
市町村名 時間給水実施期間 1日当たり最大断水時間（実施期間） 
姫路市 8月 22日～11月 24日 6 (8月 22日～11月 24日) 
倉敷市 8月 9日～9月 28日 16 (8月 25日～9月 28日) 
福山市 8月 16日～9月 28日 12 (8月 16日～9月 28日) 
三原市 7月 21日～9月 6日 19 (7月 21日～7月 26日) 
尾道市 7月 22日～9月 8日 20 (7月 26日～8月 20日) 
因島市 7月 18日～9月 8日 20 (7月 25日～8月 20日) 
高松市 7月 11日～9月 30日 19 (7月 15日～8月 15日) 
松山市 7月 26日～11月 25日 19 (8月 21日～10月 21日) 
伊予市 7月 20日～11月 8日 20 (9月 1日～10月 23日) 
福岡市 8月 4日～6月 1日 12 (9月 1日～10月 25日) 
北九州市 9月 12日～10月 10日 6 (9月 12日～10月 10日) 
























 本論文は，本章を含めて 6章から構成される．各章の内容を以下に示す． 
 
 第 2 章では，高松市，松山市を例に，平常時および給水制限時の家庭用，業務用の日使
用水量を定量評価し，1994年と 2000年以降の渇水時の比較を行う． 
 
 第 3 章では，高松市，松山市の家庭の水使用行動をモデル化し，給水制限時の水の再利
用に伴う労力等から，経済的被害を定量評価し，年代間の比較を行う． 
  




 第 5 章では，松山市の石手川ダムの貯水池運用を含めて，家庭の水使用をモデル化し，
将来の気候変動の影響を踏まえて，渇水被害を最小化するための方向性を検討する． 
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表 2.1高松市の渇水対応 (高松市 (2013) 発表資料より作成) 
 











    
給水制限 





報道機関への情報提供 報道機関への随時資料提供 報道機関への随時資料提供 報道機関への随時資料提供 
節水啓発 
・節水啓発チラシの配布 




























































は減少するといわれている (鈴木ら, 1996)．  
 















蛇口 1 栓程度が使用できるように調整された (勝矢, 1997)．長崎市では，水道メータに制
限パッキンを挿入することによる減圧が実施され，佐世保市においては，止水栓の開閉に
よる時間給水が行われた (細田, 1996)． 
時間給水が実施されると，特定の業務への影響が大きく生じる．松山市の 1994年渇水時








































抑制効果を把握するための研究 (Kenney et al., 2004; Kenney et al.,2008) が行われてい
る．また，水道料金の値上げと比較した用途別使用制限の有効性について，多くの研究が






る (Kenney et al.,2008)． 
各国において，水道料金の値上げや，給水制限，用途別使用制限の渇水対策としての有
効性を比較するための，様々な研究が行われている．用途別使用制限や時間給水等と，水
道料金の値上げの経済性を比較した研究 (Woo, 1994; Roibás et al. 2007; Grafton et al., 
2008; Olmstead et al., 2009) や，屋外用水の使用制限や水道料金の値上げの有効性を包括

































る (Roibás et al. 2007; Kenney et al., 2008) が，国内における同様の手法の適用例は限ら
れている． 
また，用いるデータの集計期間として，月単位のデータを用いる場合 (Renwick, 2000; 
Kenney et al., 2008) や，日単位のデータを用いる場合がある (角ら, 1996; Kenney et al., 













回帰モデルを用いる方法である (角ら, 1996; Kenney et al., 2004)．前者は簡便ではあるが，
給水制限が実施される時期は，通常，降雨が少なく，気温が高い傾向がある．これは水需
要を増大させる要因となるため，給水制限が未実施だった場合の水需要が過小評価され，































































































































































高松市の年平均降水量は約 1,082 ㎜と，全国平均の約 1,600 ㎜に対して約 7 割程度であ
る．人口は約 42 万人であり，香川県の人口の約 4 割を占める．人口密度は 1,118 人/km2
である (表 2.2)．1世帯当たり人口は，平均 2.41人である． 
高松市の上水道の水源は，高松市内に存在するダム，溜池等の自己処理水源と，香川用
水を通じて流域外から導水される吉野川上流，高知県の早明浦ダムに区分される．2009年







2010年には 98%に達した．  
 






人口，世帯数，面積：平成 22年 (2010年) 国勢調査 











図 2.2 高松市の人口と給水人口の比較 
(人口は国勢調査，給水人口は高松市データ) 
 





























































































































































            
 
 
表 2.3 高松市の主な給水制限 
 給水制限期間 制限日数 最大制限内容 
1994年渇水 1994年 7月 9日～1994年 11月 13日 128日 5時間給水 
2005年渇水 2005年 6月 22日～2005年 9月 6日 77日 26％減圧給水 
2007年渇水 2007年 5月 24日～2007年 7月 17日 55日 26％減圧給水 
2008年渇水 2008年 7月 26日～2008年 11月 25日 123日 33％減圧給水 
2009年渇水 2009年 6月 14日～2009年 8月 10日 58日 26％減圧給水 









年頃をピークに減少傾向にある．1人 1日平均配水量は，第 1章図 1.1に示す生活用水の 1
人 1 日平均使用水量と対応している．高松市の変化傾向は，全国における変化傾向と同様







図 2.3 高松市の配水総量の推移 
（高松市データより） 
図 2.4 高松市の 1人 1日平均配水量の推移 
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及んだ．このとき，最も厳しい期間には 1日 5時間給水という給水制限がなされた．2005







松山市の年平均降水量は約 1,315 ㎜と，全国平均約 1,600 ㎜の約 8 割であるが，高松市
と比べて約 2割大きい．人口は約 52万人，人口密度は 1,206/人 km2であり，これらも高松








人口と給水人口の推移は，図 2.5 の通りである．給水人口は 2003 年まで微増が続き
444,100人に達したが，その後，2005年 1月に松山市と北条市，中島町が合併したため，
469,600人まで大きく増えた．2004年に策定され，2005年に需給予測が見直された松山市












人口，世帯数，面積：平成 22年 (2010年) 国勢調査 

































































































































































































図 2.7 に，配水総量を給水人口で割り算出した，1 人 1 日平均配水量の推移を示す． 1
人 1日平均配水量は，1970年頃から横ばい，微減傾向に転じている．図 1.1に示す全国平
均が 1995年頃から，図 2.4に示す高松市が 1993年頃から減少に転じたことに比べると，
減少に移行する年代が早い．1994年，2002年の渇水時には減少が確認される．  
 
 (2) 松山市の渇水の発生状況 
 近年の主な給水制限を表 2.5に示す．1994年の渇水では，1994年 7月 11日から減圧給
水が開始され，1995 年 5 月 1 日まで，295 日もの長期間にわたり給水制限が実施された．
石手川ダムの利水貯水量がゼロとなり，厳しい制限が課された 1994 年 8 月 22 日から 10







図 2.6 松山市の配水総量の推移 
（松山市データより） 
図 2.7 松山市の 1人 1日平均配水量の推移 




表 2.5 松山市の主な給水制限 
 給水制限期間 制限日数 最大制限内容 
1994年渇水 1994年 7月 11日～1995年 5月 1日 295日 5時間給水 
2002年渇水 2002年 9月 2日～2003年 4月 8日 219日 50％減圧給水 
2007年渇水 2007年 6月 12日～2007年 7月 5日 24日 50％減圧給水 
2008年渇水 2008年 8月 8日～2008年 10月 6日 60日 50％減圧給水 
2009年渇水 2009年 5月 22日～2009年 7月 2日 42日 50％減圧給水 
2012年渇水 2012年 6月 8日～2012年 6月 20日 13日 25％減圧給水 












では，𝑛 月のある用途の調定水量を 𝑇𝑛 と表し，𝑛 月の日数を 𝑑𝑛 とする． 
𝑛 月のある用途の使用水量 𝑆𝑛 は，当月 (𝑛 月) と翌月 (𝑛 + 1 月)，翌々月 (𝑛 + 2 月) の
調定水量に反映される．逆に，𝑛 月のある用途の調定水量 𝑇𝑛 は，前々月 (𝑛 − 2 月) と前
月 (𝑛 − 1 月)，当月 (𝑛 月) の使用水量を反映している．そこで，使用水量 𝑆𝑛 の推計値 𝑆𝑛 �  
を求めるため，𝑇𝑛，𝑇𝑛+1，𝑇𝑛+2 を用いる． 
調定水量 𝑇𝑛 を分割し， 𝑛 月内の使用水量の推計値を 𝑇𝑛 � (𝑛)，𝑛 − 1 月内の使用水量の
推計値を 𝑇𝑛 � (𝑛 − 1)，𝑛 − 2 月内の使用水量の推計値を 𝑇𝑛�(𝑛 − 2) とする．検針時に各契約
者は，それぞれ，𝑑𝑛−2 + 𝑑𝑛−1 日間の使用水量が計られる．その月に検針された契約者の，
𝑑𝑛−2 + 𝑑𝑛−1  日間の使用水量がすべて均一であったと仮定すると，𝑇𝑛�(𝑛)，𝑇𝑛�(𝑛 − 1)，
𝑇𝑛�(𝑛 − 2) は，以下のように算出される． 
 
𝑇𝑛�(𝑛)  = 25𝑇𝑛2(𝑑𝑛−2+𝑑𝑛−1)                            (2.1) 
 19 
𝑇𝑛�(𝑛 − 1)  = 𝑑𝑛−1𝑇𝑛(𝑑𝑛−2+𝑑𝑛−1)                           (2.2) 
𝑇𝑛�(𝑛 − 2)  = (2𝑑𝑛−2−25)𝑇𝑛2(𝑑𝑛−2+𝑑𝑛−1)                           (2.3) 
 
 以上より，𝑛 月の使用水量の推計値 𝑆 �(𝑛) は (2.4) 式により推計される． 
 
𝑆𝑛 � = 𝑇𝑛�(𝑛) + 𝑇𝑛+1�(𝑛) + 𝑇𝑛+2�(𝑛)                           (2.4) 
 




高松市は 1991年 4月から 2008年 12月まで，松山市は 1991年 4月から 2007年 10月
までの期間を対象に解析を行った．解析に用いた日給水量，月調定水量は，それぞれ各市
より直接入手，あるいは統計書等の公表値を用いた．松山市は 2005年 1月に市町村合併が
行われたが，合併前の松山市 (現松山地区) のみを対象とした．  
 
(3) 用途別日使用水量の推計結果 
(1) の方法により推計した高松市の家庭用日使用水量を，図 2.8に示す．図 2.9に給水制

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 2.10 に，高松市の業務用日使用水量の推計結果を示す．図 2.11 に給水制限が実施さ
れた 1994 年，2005 年，2007 年，2008 年と，それぞれの前年，前々年の同時期の使用水
量推計結果を示す． 
家庭用と同様に，1994年に時間給水が実施された期間の使用水量は，減圧給水のみが実
施された期間と比べて少ないが，時間給水が一時的に解除された 8月 20日から 9月 3日ま
での使用水量は，前年，前々年の使用水量よりも少なく，家庭用との相違がみられる．減































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 2.14 日使用水量の推計結果 (松山市・業務用) 
 
 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































(c) 松山市 (家庭用)           (d) 松山市 (業務用) 



























































































(c) 松山市 (家庭用)           (d) 松山市 (業務用) 











率は 56％であったが，時間給水が実施された 7月，8月は約 65％まで上昇した．減圧給水
が実施された 2005年 6月から 9月，2007年 5月から 7月では，家庭用比率の顕著な上昇
は確認されなかった．松山市も同様に，1994年渇水において，給水制限が実施されていな
い 6月の家庭用比率は 64％であったが，時間給水が実施された 8月には 77％まで上昇した．











































(a) 高松市                (b) 松山市 






 用途別月使用水量を合計して算出した年使用水量を図 2.19に示す． 
図 2.19(a)の家庭用をみると，高松市の 1991年の使用水量は 214.6リットル/人日，2008
年は 221.4リットル/人日であり，17年間で約 3％増加した．ピークは 2000年の 231.3リ
ットル/人日と思われる．1994 年，2005 年，2007 年，2008 年は給水制限による減少がみ
られる．松山市の 1991 年の使用水量は 223.9 リットル/人日，2007 年は 220.8 リットル/
人日であり，16年間で約 2％減少した．1994年渇水の影響で，その後の数年間にわたり使
用水量が減少したため，ピークは明確ではないが，1993年頃と思われる．高松市に比べて









は 2,356.7リットル/件日，2008年は 1,648.7リットル/件日であり，17年間で約 30％も大


































































































































                 (a) 家庭用                    (b) 業務用 













𝑡 日の家庭用日使用水量 𝑞ℎ𝑡 を (2.5) 式に示す回帰モデルにより表現する． 






緩和されると考えられることから，上記 2変数を，給水制限強度の代表とした．  
気象要因については，𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡 および 𝑡𝑒𝑚𝑝𝑡 により表現した．𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡 は降水の有無を表す
ダミー変数であり，日降水量 10㎜以上の場合は 1，降雨なしの場合 0とした． 𝑡𝑒𝑚𝑝𝑡 は気
温の影響であり，解析期間における当該月の月平均日最高気温と，𝑡 日の日最高気温との偏
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差を用いた．偏差を用いた理由は，(2.5) 式の右辺第 9，第 10項で表現している月変動と，
月平均日最高気温が相関すると思われることから，この相関を除去するためである．また，
日最高気温を用いたのは，使用水量は，日中の気温に影響されると思われるためである． 
週変動については， 𝑤𝑒𝑒𝑘𝑑𝑎𝑦𝑡，𝑠𝑢𝑛𝑑𝑎𝑦𝑡，ℎ𝑜𝑙𝑖𝑑𝑎𝑦𝑡  の 3 つのダミー変数を用いた． 𝑤𝑒𝑒𝑘𝑑𝑎𝑦𝑡 は，使用水量が増加する火曜，水曜，木曜を表現するものである．使用水量が
減少する日曜，祝日については，𝑠𝑢𝑛𝑑𝑎𝑦𝑡， ℎ𝑜𝑙𝑖𝑑𝑎𝑦𝑡 により表現した． 




される，平均的なトイレ 1回あたりの使用水量 𝑡𝑜𝑖𝑙𝑒𝑡𝑡 により代表した．トイレ 1回あたり
の使用水量を代表とした理由は，家庭における節水状況を反映しており，経年的に連続変
化していると考えられるためである．  𝜀𝑡 は誤差項である． 
 この回帰モデルでは，水道料金の影響を明示的に扱っていないが，前項でみたように，
水道料金改定による使用水量への影響は顕著ではなく，料金改定により水道料金単価は増
加傾向にあり，この影響も 𝑡𝑜𝑖𝑙𝑒𝑡𝑡 により代表させた経年変化に含まれると考えられる． 
 
(2) 業務用日使用水量の回帰モデル 
𝑡 日の業務用使用水量 𝑞𝑐𝑡 を (2.6) 式に示す回帰モデルにより表現する． 
 
𝑙𝑛(𝑞𝑐𝑡) = 𝛽0 + 𝛽1 ln(𝑝𝑟𝑒𝑠𝑠𝑡) + 𝛽2 ln(𝑠𝑒𝑟𝑣𝑡𝑡) + 𝛽3𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡 + 𝛽4𝑡𝑒𝑚𝑝𝑡 + 𝛽5𝑤𝑒𝑒𝑘𝑑𝑎𝑦𝑡+ 𝛽6𝑠𝑢𝑛𝑑𝑎𝑦𝑡 + 𝛽7ℎ𝑜𝑙𝑖𝑑𝑎𝑦𝑡 + 𝛽8sin (2𝜋 𝑚𝑜𝑛𝑡ℎ𝑡/12) + 𝛽9cos (2𝜋 𝑚𝑜𝑛𝑡ℎ𝑡/12)+ 𝛽10ln (𝑦𝑒𝑎𝑟𝑡) + 𝜀𝑡 
 (2.6) 
 
(2.6) 式の構造は，月変動を表現する右辺第 9 項，第 10 項，経年変化を表現する右辺第
11項以外は，家庭用の回帰モデルと同じである． 
給水制限の影響については，家庭用と同様，減圧給水の強度が反映される水道の給水圧
𝑝𝑟𝑒𝑠𝑠𝑡 と，時間給水の強度が反映される水道の給水時間 𝑠𝑒𝑟𝑣𝑡𝑡 を用い，節水広報や用途
別使用制限等も含めた給水制限強度の代表とした．  
気象要因については，𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡 および 𝑡𝑒𝑚𝑝𝑡 により表現しており， 𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡 は降水の有無を
表すダミー変数， 𝑡𝑒𝑚𝑝𝑡 は解析期間における当該月の月平均日最高気温と，𝑡 日の日最高
気温との偏差である． 
週変動は，使用水量が増加する火曜，水曜，木曜を表現する 𝑤𝑒𝑒𝑘𝑑𝑎𝑦𝑡，使用水量が減少
する日曜，祝日を表現する 𝑠𝑢𝑛𝑑𝑎𝑦𝑡， ℎ𝑜𝑙𝑖𝑑𝑎𝑦𝑡 の 3つのダミー変数により表現した． 
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月変動は，右辺第 9，第 10 項により sin，cos 関数で表現した．𝑚𝑜𝑛𝑡ℎ𝑡 は 𝑡 日の月で



























気象要因を表す 𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡，𝑡𝑒𝑚𝑝𝑡 については，高松地点および松山地点の AMeDAS観測値
の日降水量，日最高気温より算出した． 







表 2.6 各期間の開始日，終了日 
 開始日 終了日 備考 
高松市 (前期) 1991年 4月  1日 1994年 11月 13日 1994年渇水の給水制限解除日まで 
1994年 7月は除く 
高松市 (中期) 1994年 11月 14日 1998年 3月 31日  
高松市 (後期) 1998年 4月  1日 2008年 12月 31日  
松山市 (前期) 1991年 4月  1日 1995年 5月  1日 1994年渇水の給水制限解除日まで 
松山市 (中期) 1995年 5月  2日 1999年 3月 31日  
松山市 (後期) 1999年 4月  1日 2007年 10月 31日  
 
表 2.7 (1) 給水制限の設定値 (次項に続く) 
(a) 高松市，1994年渇水 
期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
8月 1日～8月 15日 5時間給水 74 (想定) 5 想定 
8月 16日～8月 19日 14時間給水 74 (想定) 14 想定 
8月 20日～9月 3日 26％減圧 74 24  
9月 4日～9月 30日 17時間給水 74 (想定) 17 想定 
10月 1日～11月 13日 26％減圧 74 24  
 (b) 高松市，2005年渇水 
期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
6月 22日～6月 27日 7％減圧 93 24  
6月 28日～8月 10日 18％減圧 82 24  
8月 11日～9月 6日 26％減圧 74 24  
(c) 高松市，2007年渇水 
期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
5月 24日～6月 7日 7.4％減圧 92.6 24  
6月 8日～6月 16日 18.5％減圧 81.5 24  
6月 17日～7月 17日 25.9％減圧 74.1 24  
(d) 高松市，2008年渇水 
期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
7月 26日～8月 2日 7.4％減圧 92.6 24  
8月 3日～8月 14日 18.5％減圧 81.5 24  
8月 15日～8月 20日 25.9％減圧 74.1 24  
8月 21日～10月 10日 33.3％減圧 66.7 24  
10月 11日～11月 25日 25.9％減圧 74.1 24  
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表 2.7 (2) 給水制限の設定値 (前項より続く) 
(e) 松山市，1994年渇水 
期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
7月 11日～7月 19日 25％減圧 75 24  
7月 20日～7月 25日 50％減圧 50 24  
7月 26日～7月 28日 16時間給水 50 16  
7月 29日～7月 31 12時間給水 50 12  
8月 1日～8月 21日 8時間給水 50 8  
8月 22日～10月 21日 5時間給水 60 (家庭用) 
50 (業務用) 
5 想定 
10月 22日～11月 8日 8時間給水 60 (家庭用) 
50 (業務用) 
8 想定 
11月 9日～11月 26日 12時間給水 60 (家庭用) 
50 (業務用) 
12 想定 




期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
9月 2日～10月 27日 25％減圧 75 24  
10月 28日～4月 8日 50％減圧 50 24  
(g) 松山市，2007年渇水 
期間 給水制限内容 給水圧 (％) 給水時間 (時間) 備考 
6月 12日～6月 26日 25％減圧 75 24  






自己相関を確認したところ，1 次の偏自己相関が大きかった．例として，図 2.20 に，松山


























されている．同様に，日データを用いた，角ら (1996)，Grafton et al.(2008) では，系列相
関についての記述がなかった．以上も踏まえて，本研究では，影響が大きいと考えられる，
1次の系列相関のみを考慮することとした． 
推定したモデルにおける誤差項の 1 次の系列相関については， t 検定を行った．標本数 
𝑇 のもとで，誤差項の 𝑘 次の自己相関を 𝜌�(𝑘) とすると，√𝑇𝜌�(𝑘) が t分布に従う．ここ
では，有意水準 5％で検定した．なお，パラメータ推定値を用いた場合の t値による系列相
関の検定においては，判定の有効性が低下するといわれており，適用性に関する課題は残





























(a) 前期 自由度修正済み決定係数 0.58 系列相関に関するt値 -0.478 D-W比 2.02
推定値 0.774 0.194 0.139 -0.039 0.005 0.003 -0.030 -0.038 -0.059 -0.004 1.069
4.886 9.118 14.294 -14.739 15.236 1.909 -14.806 -9.474 -25.079 -1.832 10.651
** ** ** ** ** * ** ** ** **
(b) 中期 自由度修正済み決定係数 0.53 系列相関に関するt値 -0.895 D-W比 2.09
推定値 6.064 - - -0.037 0.004 0.006 -0.026 -0.036 -0.046 -0.001 -2.512
29.329 - - -13.134 12.598 3.475 -13.261 -9.389 -18.611 -0.697 -15.811
** - - ** ** ** ** ** **
(c) 後期 自由度修正済み決定係数 0.43 系列相関に関するt値 -1.330 D-W比 2.04
推定値 2.054 0.178 - -0.031 0.004 0.006 -0.025 -0.022 -0.039 -0.002 0.042
73.623 12.410 - -21.415 24.799 6.275 -24.751 -11.242 -25.870 -1.967 4.387
** ** - ** ** ** ** ** ** * **
(d) 前期から後期への変化
変化 1.280 -0.016 - 0.008 -0.001 0.003 0.005 0.015 0.020 0.001 -1.027
45.879 -1.102 - 5.577 -4.573 2.627 4.817 7.586 13.219 0.871 -107.02





𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
2.4.3 回帰モデルの適用結果 
(1) 高松市 (家庭用) 
前期 (1991年 4月 1日から 1994年 11月 13日まで)，中期 (1994年 11月 14日から 1998
年 3月 31日まで)，後期 (1998年 4月 1日から 2008年 12月 31日まで) の各期間のパラ
メータ推定結果と t値，前期から後期へのパラメータの変化とその t値を表 2.8に示す．  
自由度修正済み決定係数は，前期は 0.58，中期は 0.53，後期は 0.43であり，経年的に値





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 2.22 (2) 給水制限の影響の予測結果 (高松市・家庭用) 
(前項より続く) 
 
(2) 高松市 (業務用) 
前期 (1991年 4月 1日から 1994年 11月 13日まで)，中期 (1994年 11月 14日から 1998
年 3月 31日まで)，後期 (1998年 4月 1日から 2008年 12月 31日まで) の各期間のパラ
メータの推定結果と t値，前期から後期へのパラメータの変化とその t値を表 2.9に示す．  
自由度修正済み決定係数は，前期は 0.69，中期は 0.46，後期は 0.59であった．家庭用と
異なり，前期，後期，中期の順で値が高かった．1次の系列相関は，前期は 5％水準で確認






(a) 前期 自由度修正済み決定係数 0.69 系列相関に関するt値 -1.815 D-W比 2.10
推定値 212.290 0.513 0.182 -0.039 0.005 0.004 -0.030 -0.035 -0.045 -0.043 -57.580
15.073 17.892 15.954 -14.737 14.884 1.948 -15.179 -8.868 -17.214 -17.111 -14.940
** ** ** ** ** * ** ** ** ** **
(b) 中期 自由度修正済み決定係数 0.46 系列相関に関するt値 -2.924 D-W比 2.16
推定値 22.483 - - -0.036 0.004 0.006 -0.026 -0.032 -0.045 -0.038 -6.324
1.724 - - -13.104 12.670 3.297 -13.602 -8.408 -15.424 -12.810 -1.488
- - ** ** ** ** ** ** **
(c) 後期 自由度修正済み決定係数 0.59 系列相関に関するt値 -4.781 D-W比 2.15
推定値 102.122 0.223 - -0.030 0.005 0.006 -0.025 -0.020 -0.042 -0.035 -36.245
45.054 12.725 - -21.477 26.306 6.119 -25.205 -10.088 -24.206 -21.079 -44.200
** ** - ** ** ** ** ** ** ** **
(d) 前期から後期への変化
変化 -110.17 -0.289 - 0.008 -0.001 0.002 0.005 0.015 0.003 0.008 21.335
-48.603 -16.479 - 5.872 -2.908 2.336 5.378 7.794 1.620 4.694 26.018





𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 2.24 (2) 給水制限の影響の予測結果 (高松市・業務用) 
(前項より続く) 
 
(3) 松山市 (家庭用)  
前期 (1991年 4月から 1995年 5月 1日まで)，中期 (1995年 5月 2日から 1999年 3月
31日まで)，後期 (1999年 4月 1日から 2007年 10月 31日まで) の各期間のパラメータの
推定結果と t値，前期から後期へのパラメータの変化とその t値を表 2.10に示す．  
自由度修正済み決定係数は，前期は 0.66，中期は 0.54，後期は 0.50であり，高松市の家
庭用と同様，近年に近づくほど決定係数の値は小さくなった．ただし，高松市と比べて全

















(a) 前期 自由度修正済み決定係数 0.66 系列相関に関するt値 -0.866 D-W比 2.04
推定値 0.259 0.159 0.128 -0.052 0.005 0.008 -0.017 -0.036 -0.051 -0.006 1.449
1.015 15.351 20.951 -19.067 13.866 4.033 -7.783 -8.477 -18.883 -2.816 7.763
** ** ** ** ** ** ** ** ** **
(b) 中期 自由度修正済み決定係数 0.54 系列相関に関するt値 0.612 D-W比 1.97
推定値 4.883 - - -0.046 0.004 0.009 -0.015 -0.036 -0.050 0.004 -0.617
32.852 - - -18.000 13.847 5.063 -6.900 -9.153 -28.614 2.537 -7.469
** - - ** ** ** ** ** ** *
(c) 後期 自由度修正済み決定係数 0.50 系列相関に関するt値 0.316 D-W比 1.99
推定値 2.959 0.085 - -0.048 0.004 0.007 -0.020 -0.027 -0.032 -0.002 0.145
156.392 17.217 - -29.445 18.224 5.749 -15.031 -11.157 -25.651 -2.126 18.130
** ** - ** ** ** ** ** ** * **
(d) 前期から後期への変化
変化 2.70 -0.074 - 0.004 -0.001 -0.001 -0.003 0.009 0.019 0.004 -1.304
142.710 -14.916 - 2.286 -6.950 -1.308 -2.053 3.605 15.155 3.947 -163.11





𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 2.26 給水制限の影響の予測結果 (松山市・家庭用)  
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(a) 前期 自由度修正済み決定係数 0.88 系列相関に関するt値 -1.685 D-W比 2.09
推定値 257.794 0.320 0.244 -0.051 0.005 0.009 -0.017 -0.035 -0.056 -0.055 -68.132
16.219 30.118 35.791 -18.786 14.062 4.284 -8.023 -8.144 -19.911 -20.708 -16.078
** ** ** ** ** ** ** ** ** ** **
(b) 中期 自由度修正済み決定係数 0.60 系列相関に関するt値 -0.423 D-W比 2.02
推定値 5.705 - - -0.046 0.005 0.009 -0.014 -0.031 -0.059 -0.044 -0.332
0.506 - - -17.874 13.512 4.953 -6.923 -7.876 -30.543 -22.810 -0.134
- - ** ** ** ** ** ** **
(c) 後期 自由度修正済み決定係数 0.66 系列相関に関するt値 -1.329 D-W比 2.04
推定値 163.540 0.081 - -0.047 0.004 0.006 -0.019 -0.024 -0.046 -0.041 -38.588
51.281 13.773 - -28.908 18.023 5.393 -15.039 -9.879 -34.321 -29.784 -50.152
** ** - ** ** ** ** ** ** ** **
(d) 前期から後期への変化
変化 -94.25 -0.238 - 0.003 -0.001 -0.002 -0.002 0.010 0.010 0.014 29.544
-29.555 -40.262 - 2.130 -6.545 -1.954 -1.586 4.143 7.184 10.508 38.40





𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
𝛽0 𝛽1 𝛽2 𝛽3 𝛽4 𝛽5 𝛽6 𝛽7 𝛽8 𝛽9 𝛽10
(4) 松山市 (業務用)   
前期 (1991年 4月から 1995年 5月 1日まで)，中期 (1995年 5月 2日から 1999年 3月
31日まで)，後期 (1999年 4月 1日から 2007年 10月 31日まで) の各期間のパラメータの
推定結果と t値，前期から後期へのパラメータの変化とその t値を表 2.11に示す．  









雨 (𝛽3)，日最高気温 (𝛽4) の影響を受けにくくなった． 
また，家庭用と同様，火，水，木の使用水量は増加しにくく (𝛽5)，日曜の使用水量は減
少量しやすく (𝛽6) なったものの 5％水準で有意ではなかった．祝日の使用水量は減少しに
くくなった (𝛽7)．これは，高松市の業務用とは異なる傾向であった． 
経年的な使用水量の減少は，高松市の家庭用，業務用，松山市の家庭用と同様に緩やか
になった (𝛽10)．  
 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 まず，中間期 (10月)，夏期 (7月)，冬期 (2月) において，給水制限が未実施の状態から，
減圧給水率が 10％刻みで 50％まで強化され，さらに，減圧給水 50％に加えて 6時間，12
時間，18時間の断水が実施された場合を想定した．ただし，1994年以降，両市では時間給








大きく，中間期は 5.6リットル/人日，夏期は 1.1リットル/人日，冬期は 9.3リットル/人日
の差があった．夏期の差が，中間期，冬期と比べて小さかった．減圧給水時には，中間期，
冬期においては，1994 年の使用水量よりも 2007 年の使用水量の方が数リットル大きく，
夏期については，両年ともほぼ同等である．よって，特に中間期，冬期については，1994







































































































































水制限未実施時において，高松市では，1994 年 7 月と 2 月の使用水量の差は 25.4 リット
ル/人日であったが，2007年は 17.2リットル/人日となり，約 68％まで縮小した．同様に松
山市の 1994 年 7月と 2月の使用水量の差は 23.3 リットル/人日であったが，2007 年の差



























































(a) 給水制限未実施時              (b) 50%減圧給水時 
図 2.30 家庭用使用水量の月別推計結果 
 
動が小さくなる傾向が確認された． 
 50％の減圧給水が実施された場合，高松市においては，年間を通じて 1994年よりも 2007
年の使用水量が大きい．しかし，この差は夏場よりも冬場の方が大きく，7月における両年
の使用水量の差は 3.3 リットル/人日であったが，2 月における両年の使用水量の差は 10.2
リットル/人日であり，比較的冬場の差が大きい．松山市においては，夏場は 2007 年のほ
うが小さいが，冬場の 1月から 3月は逆転し，1994年よりも 2007年の方が大きい．2007
















































































































































































































 (a) 給水制限未実施時              (b) 50%減圧給水時 




し，減圧率が 50％程度まで強化されると，両年の使用水量は同程度となる．  
 図 2.32に給水制限未実施時と，50％の減圧給水時の使用水量の月別推計結果を示す．前




















に冬場の増加量が大きく， 1 人 1 日当たり 9 リットル以上増加した．松山市の需要量
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影響等を予測するモデル分析が行われているが (森杉ら, 1985; 多々納ら, 1990; 岡田ら, 















(1) 1994年渇水 (松山市) 





また，風呂水は，散水 (44.2%)，掃除 (61.8%) 等にも利用された． 
洗濯のすすぎ水は，散水 (28.6%)，トイレ (18.8%)，掃除 (21.0%) 等に再利用された．
この当時，家庭において使われていた洗濯機は 2 層式洗濯機が主流であり，洗濯水の再利
用が容易であったことを反映していると考えられる．このほか，台所排水が散水 (43.6%)，
掃除 (4.2%) に利用された． 
 




とめ洗い (平常時 37.2%の実施率に対して 30.4%増)，風呂の残り湯の再利用 (平常時 45.9%
の実施率に対して 27.7%増) 等の対応がなされた． 
 
(3) 2008年断水社会実験 (京都市，松原市) 








(4) 2009年渇水 (高松市) 
高松市の 2009年渇水では，25.9%の減圧給水が実施された．高松市により市民に対する
アンケート調査が実施され，474件回収が回収された (高松市, 2009)．このアンケート結果
をもとに作成したグラフを，図 3.1に示す．回答者の 44.9%が給水制限の影響は「全くな 
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図 3.1 高松市 2009年渇水のアンケート結果 




























































るという回答が 63件 (13.3%) と多かった． 
渇水時の節水方法としては，風呂の残り湯の再利用が最も多く，277件 (58.4%)で実施さ
れた．次いで，洗車や散水の自粛が 219件 (46.2%)，蛇口やシャワーの使用時間の短縮が
188件 (39.7%)，自主減圧が 158件 (33.3%) であった．一方で，普段の生活においても，
風呂の残り湯の再利用は 272 件 (57.4%) で実施されており，通常時と渇水時の差は小さ
かった． 
































市場外の被害に区分され，各被害を評価するための様々な手法が提案されている (Logar et 
al., 2013)． 
家庭における経済的被害については，水道料金や給水制限強度と使用水量との関係を反
映した需要関数より算出する方法 (Woo, 1994; Roibás et al., 2007; Grafton et al., 2008; 
Mansur et al., 2012)，CVM により給水制限の回避に対する支払意志額を求める方法 
(Cooper et al., 2011) 等が適用されている．需要関数を用いる方法は，自治体レベルの集計
データを用いて解析したもの (Woo, 1994; Grafton et al., 2008) と，家庭レベルのデータを











田ら (1991)，伊藤ら (2002) は，家庭における水使用行動をモデル化し，給水制限時にお
ける水使用行動と家庭の効用の関係を示した．このモデルでは，家庭に導入された水使用
機器の性能や，高齢化による労力の増加等についても評価できる．  





れは，Becker (1965) の家計生産関数のフレームワークに従ったものである．  
岡田ら (1991)，伊藤ら (2002) を参考に，水使用サービスの生産技術は，(3.1) 式に示す
CES型生産関数により表現した．CES型生産関数は，投入要素の代替性を水使用サービス









サービス 𝑖 の 1回あたり費用 𝜋𝑖 は (3.2) 式より求められる．また，サービス 𝑖 を 1回
実施するために必要な水量 𝑥�𝑖 は，(3.3) 式より求められる． 
  𝜋𝑖 = �𝑐𝑥 �𝑝+𝜏𝜔𝑐𝑥 �𝑟𝑖 + 𝑐𝑡 �𝜔𝑐𝑡�𝑟𝑖 + 𝑐𝑔 �𝑞𝑖𝑐𝑔�𝑟𝑖�(1/𝑟𝑖)                                   (3.2)   𝑥�𝑖 = �𝑝+𝜏𝜔𝑐𝑥 �𝑟𝑖−1 𝜋𝑖                                                       (3.3) 
 
ここに，𝑝：水の価格，𝜏：単位水量当たりの獲得所要時間，𝜔：賃金率，𝑞𝑖：市場財の価




用いて表現した．(3.4) 式に間接効用関数の形を示す． lnℎ(𝜑) = ∑ 𝛼𝑖 ln𝜑𝑖𝑖 + 12 ∑ ∑ 𝛽𝑖𝑗 ln𝜑𝑖 ln𝜑𝑗𝑗𝑖                                     (3.4) 
なお，ℎ(𝜑) ≡ 1𝑣(𝜑)，𝜑 = �𝜋1𝑌 , 𝜋2𝑌 , … 𝜋5𝑌 , 1𝑌�，𝑣(𝜑)：間接効用関数，𝛼𝑖・𝛽𝑖𝑗：パラメータ． 
 
規模に関して収穫不変であると仮定すると，サービス 𝑖 (𝑖 = 1,⋯ ,5) の実施回数 𝑧𝑖，合
成財の消費 𝑧6 は，(3.5) 式より計算される．  
𝑧𝑖 = 𝜑𝑖−1�𝛼𝑖+∑ 𝛽𝑖𝑗 ln𝜑𝑗6𝑗=1 �∑ 𝛼𝑗6𝑗=1 +∑ ∑ 𝛽𝑗𝑘 ln𝜑𝑘6𝑘=16𝑗=1                                          (3.5) 
 
渇水時には，水源の貯水量を温存するために減圧給水や時間給水等の給水制限が行われ，
単位水量当たりの獲得所要時間 𝜏 が増える．サービス 𝑖 の 1回あたり費用 𝜋𝑖 が増えるこ
とで，各サービスの実施回数が変化し，各サービスや合成財の消費により得られる効用が
減少する．本研究では，効用の変化を (3.6) 式に示す等価変分 𝐸𝑉 により金銭換算し，渇
水被害として評価することとした．等価変分は，現行の予算制約 𝑌0，渇水時の価格 𝜋′ で













対象渇水の概要は，第 2章表 2.3，表 2.5のとおりである．対象渇水は都市，年代，給水
制限方式により 4 つのグループに区分し，パラメータ推定はグループごとに行った．高松
市の 1994年渇水と松山市の 1994年渇水はそれぞれ単独で扱い，高松市の 2005年，2007
年，2008年渇水と，松山市の 2002年，2007年渇水をそれぞれグループとして扱った． 
給水制限未実施時の単位水量当たりの獲得所要時間 𝜏0 は，1h/m3とした．減圧給水率 𝑠
の減圧給水が実施された場合， 𝜏 = 𝜏0(1/(1 − 𝑠))1/2(h/m3) に変化すると仮定した．時間給
水が実施された場合は，2008年の国土交通省断水社会実験の結果を参考に，断水時間中の
トイレ，洗面の使用水量に相当する水量の溜め置きが実施されると仮定し，想定される所




不自然な増減が生じた理由は，7月 15日より，午後 4時から午後 9時のみ水が使用できる
5時間給水が開始され，給水量に占める家庭用の比率が変化したと考えられることに対して，
月間を通じて一定の家庭用の比率を用いたためと考えられる．前章では回帰モデルの推定








多く実施された可能性があることや，7 月 25 日以降の台風 7 号や台風 14 号等の降雨によ
り，早明浦ダムの貯水率が一時的に改善傾向にあったことが挙げられる．よって，7 月 14
日から 8月 15日までの期間については解析から除外した． 
同強度の給水制限期間中の家庭用日使用水量の平均値が表現できるように，各サービス






山市は 1回あたり 12.2リットル，2002年，2007年は 1回あたり 9.3リットルと設定した．
風呂についてはシャワーの普及に伴い使用水量が増加したと仮定した．キッチン，洗面に
ついては，ほとんど経年変化はないと考えた．推計した給水制限未実施時の各サービスの 1
人 1日当たり回数，1回あたり使用水量，1回あたり時間，市場財価格を表 3.1に示す．  
 
表 3.1 給水制限未実施時の各サービスの使用回数，使用水量等の推計値 
(a) 高松市・1994年渇水 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
1人 1日当たり回数 2.62 1.37 1.1 4.85 2 
1回あたり使用水量 (リットル) 18.5 31.1 74.0 10.4 4.5 
1回あたり時間 (時間) 0.3 0.5 0.5 0.05 0.05 
1回あたり市場財価格 (円) 3 15 10 1 1 
(b) 高松市・2005，2007，2008年 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
1人 1日当たり回数 2.62 1.37 1.1 4.85 2 
1回あたり使用水量 (リットル) 20.0 44.6 68.2 7.3 4.5 
1回あたり時間 (時間) 0.3 0.5 0.5 0.05 0.05 
1回あたり市場財価格 (円) 3 15 10 1 1 
(c) 松山市・1994年渇水 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
1人 1日当たり回数 2.62 1.37 1.1 4.85 2 
1回あたり使用水量 (リットル) 17.6 29.4 71.9 12.2 4.2 
1回あたり時間 (時間) 0.3 0.5 0.5 0.05 0.05 
1回あたり市場財価格 (円) 3 15 10 1 1 
(d) 松山市・2002，2007年渇水 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
1人 1日当たり回数 2.62 1.37 1.1 4.85 2 
1回あたり使用水量 (リットル) 19.0 34.5 63.4 9.3 4.3 
1回あたり時間 (時間) 0.3 0.5 0.5 0.05 0.05 





代とも同一の値を用いた．キッチンの 1回あたり所要時間は，炊事 15分，食器洗い 5分と
想定し，20 分 (0.3 時間) と想定した．消費財は，台所用洗剤 (300 円) を，1 月 1 本を消
費すると仮定し，1日当たりの消費回数を約 3回として，1回あたり 3円を計上した．風呂
の 1回あたり所要時間は 30分 (0.5時間) と想定した．消費財は 1月あたり石鹸 2個 (2個
×100円)，シャンプー・リンス等 1本 (500円) を消費すると仮定し，1日当たりの消費回
数を約 1.5回として，1回あたり 15円を計上した．洗濯の 1回あたり所要時間は 30分 (0.5
時間) と想定した．消費財は 1月あたり洗剤 1個 (300円) を消費すると仮定し，1日当た
りの消費回数を約 1.1回として，1回あたり 10円を計上した．トイレの 1回あたり所要時
間は 3分 (0.05時間) と想定した．消費財は 1月あたりトイレットペーパー1.5個 (1.5×100
円) を消費すると仮定し，1日当たりの消費回数を約 5回として，1回あたり 1円を計上し
た．洗面の 1 回あたり所要時間は 3 分 (0.05 時間) と想定した．消費財は 1 月あたり石鹸
0.5個 (0.5×100円) を消費すると仮定し，1日当たりの消費回数を約 2回として，1回あ
たり 1円を計上した． 
水道単価 𝑝 については，各都市の平均的な水道料金から，高松市の 1994年渇水時は 120
円，2005，2007年，2008年渇水時は 136円，松山市の 1994年渇水時は 103円，2002年，
2007年渇水時は 110円と設定した． 
 賃金率 𝜔 については，厚生労働省により公表された，香川県，愛媛県における地域別






した．トイレについては断水 1時間中の実施回数を 0.2回 (1日 4.85回÷24時間) とし，1
回あたり 5 リットルの汲み置きが行われると仮定した．洗面については，断水 1 時間中の








表 3.2 生産関数のパラメータ推定値 
(a) 高松市・1994年渇水 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
𝑎𝑖  -2.70 -100.00 0.03 0.19 -100.00 
𝑐𝑥 1.42E-06 1.09E-152 1.59E-01 4.64E-01 3.71E-236 
𝑐𝑡  3.55E-02 7.01E-31 8.43E-01 1.38E+00 6.91E-131 
𝑐𝑔 1.53E-02 4.45E-02 2.75E-02 2.60E-02 2.92E-02 
(b) 高松市・2005，2007，2008年 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
𝑎𝑖  -1.04 -100.00 -100.00 -16.00 -100.00 
𝑐𝑥 1.27E-03 8.10E-137 3.33E-118 9.61E-36 2.02E-236 
𝑐𝑡  2.60E-01 6.80E-31 6.57E-31 1.26E-21 6.90E-131 
𝑐𝑔 1.52E-02 4.31E-02 2.78E-02 2.75E-02 2.91E-02 
(c) 松山市・1994年渇水 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
𝑎𝑖  -1.88 -100.00 -0.79 -0.43 -100.00 
𝑐𝑥 3.16E-05 4.35E-155 1.77E-02 3.27E-02 2.15E-239 
𝑐𝑡  9.53E-02 7.05E-31 4.83E-01 2.09E-01 6.97E-131 
𝑐𝑔 1.54E-02 4.47E-02 2.77E-02 2.52E-02 2.94E-02 
(d) 松山市・2002，2007年渇水 
  キッチン 風呂 洗濯 トイレ 洗面 
𝑎𝑖  -4.30 -100.00 -100.00 -100.00 -100.00 
𝑐𝑥 2.72E-09 4.37E-148 2.05E-121 1.24E-204 1.99E-238 
𝑐𝑡  5.17E-03 6.97E-31 6.67E-31 6.29E-131 6.95E-131 







表 3.3 (1) 間接効用関数のパラメータ推定値(次項に続く) 
(a) 高松市・1994年渇水 
𝛼1 𝛼2 𝛼3 𝛼4 𝛼5 𝛼6 
1.253 2.004 0.077 0.106 0.062 -2.502 
 
 𝛽𝑖1 𝛽𝑖2 𝛽𝑖3 𝛽𝑖4 𝛽𝑖5 𝛽𝑖6 
𝛽1𝑗 -0.220 0.000 0.000 0.000 0.000 0.220 
𝛽2𝑗 0.000 -0.330 0.000 0.000 0.000 0.330 
𝛽3𝑗 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 0.001 
𝛽4𝑗 0.000 0.000 0.000 -0.020 0.000 0.020 
𝛽5𝑗 0.000 0.000 0.000 0.000 -0.014 0.014 
𝛽6𝑗 0.220 0.330 0.001 0.020 0.014 -0.585 
(b) 高松市・2005，2007，2008年 
𝛼1 𝛼2 𝛼3 𝛼4 𝛼5 𝛼6 
2.313 2.426 0.483 -0.083 -0.031 -4.107 
 
 𝛽𝑖1 𝛽𝑖2 𝛽𝑖3 𝛽𝑖4 𝛽𝑖5 𝛽𝑖6 
𝛽1𝑗 -0.420 0.000 0.000 0.000 0.000 0.420 
𝛽2𝑗 0.000 -0.400 0.000 0.000 0.000 0.400 
𝛽3𝑗 0.000 0.000 -0.070 0.000 0.000 0.070 
𝛽4𝑗 0.000 0.000 0.000 0.031 0.000 -0.031 
𝛽5𝑗 0.000 0.000 0.000 0.000 0.011 -0.011 
𝛽6𝑗 0.420 0.400 0.070 -0.031 -0.011 -0.848 
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表 3.3 (2) 間接効用関数のパラメータ推定値(前項より続く) 
 (c) 松山市・1994年渇水 
𝛼1 𝛼2 𝛼3 𝛼4 𝛼5 𝛼6 
1.675 2.369 0.258 0.122 0.083 -3.507 
 
 𝛽𝑖1 𝛽𝑖2 𝛽𝑖3 𝛽𝑖4 𝛽𝑖5 𝛽𝑖6 
𝛽1𝑗 -0.300 0.000 0.000 0.000 0.000 0.300 
𝛽2𝑗 0.000 -0.393 0.000 0.000 0.000 0.393 
𝛽3𝑗 0.000 0.000 -0.032 0.000 0.000 0.032 
𝛽4𝑗 0.000 0.000 0.000 -0.024 0.000 0.024 
𝛽5𝑗 0.000 0.000 0.000 0.000 -0.020 0.020 
𝛽6𝑗 0.300 0.393 0.032 0.024 0.020 -0.769 
(d) 松山市・2002，2007年渇水 
𝛼1 𝛼2 𝛼3 𝛼4 𝛼5 𝛼6 
0.673 1.074 0.008 -0.089 -0.031 -0.634 
 
 𝛽𝑖1 𝛽𝑖2 𝛽𝑖3 𝛽𝑖4 𝛽𝑖5 𝛽𝑖6 
𝛽1𝑗 -0.110 0.000 0.000 0.000 0.000 0.110 
𝛽2𝑗 0.000 -0.170 0.000 0.000 0.000 0.170 
𝛽3𝑗 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 -0.010 
𝛽4𝑗 0.000 0.000 0.000 0.034 0.000 -0.034 
𝛽5𝑗 0.000 0.000 0.000 0.000 0.012 -0.012 




各渇水の単位水量あたりの獲得所要時間 𝜏 と，1人 1日当たり家庭用使用水量の関係を
図 3.2に示す．実線，点線がモデル計算値であり，参考として，実データ (同一給水制限期
間中の家庭用日使用水量の平均値) をプロットした．給水制限未実施時 (𝜏 = 1) の使用水量
との差が，給水制限による追加節水量であり，これが大きいほど，渇水の長期化に備える
ための水源の温存量をより多く確保することができる． 
高松市の給水制限未実施時の使用水量は，1994 年が 232.0 リットル/人日であったが，
2005，2007，2008 年は平均して 232.9 リットル/人日と若干増えた．一方，2005，2007，
























給水制限の強度 （単位水量当たりの獲得所要時間 𝜏 (h/m3)）
高松 (1994)
高松 (2005, 2007, 2008)
松山 (1994)
松山 (2002, 2007)
2002 年，2007 年は 220.5 リットル/人日と約 6％小さくなった．また，モデル計算値の傾
きは，約 3割に縮小した．高松市と同様，水使用形態の変化，給水制限方式の違いのほか，
2002 年，2007 年渇水時はそれぞれ 2 段階の給水制限が実施されたのみであり，検討に用
いたデータ数が少なかったことが影響している可能性がある．  







図 3.3に，単位水量当たりの獲得所要時間 𝜏 と，等価変分との関係を示す．高松市，松
山市ともに，𝜏 が同一の場合の等価変分は，1994年よりも近年の方が若干大きかった．た
だし，高松市の 1994年渇水時の 𝜏 の最大値は約 1.2 h/m3であったが，𝜏 が 1.2 h/m3のと
きの等価変分は，1994年，近年ともに 27円/人日であり，年代による相違は見られなかっ





































































































給水制限の強度 （単位水量当たりの獲得所要時間 𝜏 (h/m3)）
高松 (1994)























(a) 高松市                  (b) 松山市 





高松市の計算結果を図 3.5(a)に示す．1994 年渇水時の 𝜏 の平均値は 1.20h/m3，2005
年渇水時は 1.12h/m3，2007年渇水時は 1.11h/m3，2008年渇水時は 1.16 h/m3であった．
1994年渇水時と 2008年時の 𝜏 はほぼ同程度であったが，1994年渇水時の等価変分は 26.8





1994 年渇水時は 1.0 円/リットルであったが，2005 年，2007 年，2008 年渇水時はいずれ
も 1.8円/リットルであり，約 1.8倍まで増えた． 
図 3.3 単位水量当たりの獲得所要






松山市の計算結果を図 3.5(b)に示す．1994 年渇水時の 𝜏 の平均値は 1.33h/m3，2002
年渇水は 1.35 h/m3，2007年渇水は 1.24 h/m3であり，1994年渇水時と 2002年渇水時は


























高松市の結果を図 3.6(a)に示す．シナリオ 1の等価変分は 27.6円/人日であり，1994年
渇水時と同程度であったが，追加節水量は 15.7リットル/人日であり，1994年の約 57％ま
で減少した．シナリオ 2の等価変分は 50.8円/人日であり，1994年の 26.8円/人日に対して
約 1.9倍に増加した． 
松山市の結果を図 3.6(b)に示す．シナリオ 1の等価変分は，42.8円/人日であり 1994年
















































(a) 高松市                  (b) 松山市 
図 3.6 近年に 1994年渇水が生じた場合の追加節水量と等価変分 
 




















































































給水制限の強度 （単位水量当たりの獲得所要時間 𝜏 (h/m3)）











(2) 賃金率 𝜔 が変化した場合 
















図 3.7 単位水量当たりの獲得所要時間，家庭用使用水量， 
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いう指摘がある (清水ら, 2012) ものの，将来予測を行う際には，節水型機器の普及を考慮
することが重要である (White et al., 2004; Nakagawa et al., 2009) と考えられる．最近で
は，節水型トイレの買い替えを考慮して，1990年から 2020年までの CO2排出量を予測し





 図 4.1に，内閣府の消費動向調査 (2004, 2013) より作成した，全国の一般世帯における，
洗濯機，衣類乾燥機の普及率の推移を示す．1983 年から 2004 年までの間については，全
自動洗濯機とその他の洗濯機が分けて集計されている．洗濯機の普及率は 1970年には 90%
を超え，それ以降は微増から横ばい傾向が続いた．全自動洗濯機の普及率は，1983年には
32%であったが，1990 年頃から急速に普及が進み，2004 年には 87%に達し，横ばい傾向
に移っている．逆に，その他の洗濯機の普及率は 1983年には 69%であったが，2004年に
は 17%まで低下した．衣類乾燥機の普及率は 2012年で 32%であり普及過程にある． 
1966年から 1993年までの推計 (細井ら, 1997) によると，全自動洗濯機の使用水量が増






















燥機の普及が進んできた．総務省の平成 21 年全国消費実態調査 (2010) によると，2009
年には，全国，総世帯における乾燥機一体型ドラム式等洗濯機の普及率は 31%に達してい
る． 
節水型洗濯機の効果について，2006，2007 年の調査 (竹﨑ら, 2009) によると，実家庭
において従来の全自動洗濯機 (標準使用水量 105リットル～136リットル) を斜めドラム洗







査では，1 週間の洗濯回数は，1991 年には平均 10.9 回であったが，2010 年には平均 9.2
回に減少した．また，洗濯における風呂水の再利用率は，1991年の 25.1％から 2010年に
は 58.2％に増加した．同様に，横須賀市でのアンケート調査によると，風呂水と水道水を
併用する割合が，1995年の 38.5％から 2005年の 44.0％へと 10年間で約 5.5％増加した． 











































図 4.2 水洗トイレ等の普及率 (住宅統計調査等より作成) 
 
(2) トイレ 






ら大 10リットル・小 8リットル型，1999年度から大 8リットル・小 6リットル型，2006
年度から大 6リットル・小 5リットル型，2007年度からは大 5.5リットル・小 4.5リット
ル型，2009年度から大 4.8リットル・小 4リットル型が販売され始めた．このように近年
では節水型トイレが主流になってきている．  
竹﨑ら (2009) の 2006，2007 年の調査によると，実家庭において従来型便器 (大 10 リ
ットル～8リットル) を大 6リットル型の節水型便器に交換することで，トイレの使用水量






























 1980 年以降，シャワーの普及が進んだ結果，1995 年には入浴における 1 人 1 日当たり




節では 6.2％であった．2006 年度の今治市のアンケート (2008) では，夏期にシャワーの
みで済ませる割合は 16.8％，冬期は 2.34％であった．清水ら (2008) の滋賀県における調
査でも，1994年，1995年に比べて，2002年，2003年，2004年は，夏場の風呂の湯張り
回数が約 3割減少している．  
 近年，節水型シャワーヘッドが販売されるようになっているが，竹﨑ら (2009) の 2006，




























れた (Lee et al., 2011)．アメリカにおいて，2000年から2003年の間に，節水型のトイレや
洗濯機等への更新の補助を受けた96世帯を対象にした調査では，世帯人数が多い世帯ほど
補助制度による節水効果が大きかったことが指摘された (Suero et al., 2012)． 
我が国においても，竹﨑ら (2009) は，2006，2007年に 6世帯の戸建住宅を対象に，斜










ている (Renwick et al., 2000)．スペインにおける研究では，節水型機器の導入に熱心な家
庭は，必ずしも節水行動には熱心でないという指摘もある (Aisa et al., 2012)．水需要抑制
策の効果を発揮するには，地域の特徴を考慮して，地域に受け入れられやすい方策を実施
することが重要である (Kampragou et al., 2010)．地域の特徴に応じて水需要抑制策を進め
ていくうえで，政府による意識付けが重要であるという指摘もある (Fielding et al., 2012)．
さらに，実行する施策の選定においては，節水効果だけでなく，経済性，節水効果の事前
予測の可能性，公平性，監視の容易さや強制力，政策的実効性を考慮する必要がある 










10 月から 2010 年 3 月までは，食器洗い乾燥機の購入も補助対象とされた．補助制度の概
要は，以下のとおりである． 
 ・家庭用バスポンプ：購入金額の 2分の 1で上限は 2,000円． 
 ・風呂水吸引ポンプ付節水型洗濯機：5,000円． 
 ・シングルレバー式湯水混合栓 (改造に対する補助)：3,000円． 
 ・食器洗い乾燥機：購入金額・据付費の 2分の 1で上限は 20,000円． 
  
これらのうち，家庭用バスポンプ，風呂水吸引ポンプ付節水型洗濯機は，1 世帯につき，
いずれか 1 回しか補助を受けられない．その他の機器の補助についても，それぞれ 1 世帯
につき 1回である． 
 松山市から提供を受けたデータより，1997 年度から 2008 年度までの補助件数を整理し









ては，1997 年度から 2008 年度までの 12 年間で，約 26％の世帯に補助が実施された．内
閣府により実施されている消費動向調査 (2013) によると，2008年 3月における一般世帯



























































































































































































アンケート (今治市, 2008) を参考に，1日当たり洗濯回数，風呂水再利用の頻度を設定し
た．アンケートは，今治市の一般家庭における水道利用者を対象に行われ，2,397通が回収
された．1 週間のうち自宅の洗濯機での洗濯日数を問う質問への回答から， 1 週間あたり
の洗濯日数を平均 5.40日と推計した．また，平日，休日別の洗濯実施日における洗濯機使
用回数への回答を平均し，洗濯実施日の洗濯回数を 1.45 回と推計した．5.40 日×1.45 回
÷7日=1.12より，1日当たりの平均的な洗濯回数を 1.1回と推計した．風呂の残り湯を利
用している回答者のうち，約 7 割が毎回使用していると回答していることから，風呂水再
利用頻度は 70%とした．  
図 4.6に，1997年度から 2006年度までの 1人 1日当たり家庭用使用水量と，補助制度
が未実施だった場合の推計値を示す．使用水量が最も多かった 1998 年度の使用水量が
229.7リットル/人日であるのに対して，2006年度は 219.4リットル/人日であり，10.3リッ


















図 4.6 補助制度の有無による 1人 1日当たり家庭用使用水量の相違 
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総務省 (2010) の平成 21年全国消費実態調査によると，2009年の全国の洗濯機の普及率は

































































これに対して，節水型機器の普及促進策等により機器の買い替えサイクルが T’ 年 (T’ < 
T ) まで短縮された場合，ある時点から T’ 年前までの間に購入された機器が社会で使われ
ていることになり，技術開発等により，機器の使用水量が経年的に減少している場合，そ




































































高松市の 1976 年度から 2010 年度までの水洗化率を，総務省 (総務庁，総理府) の住宅
統計等 (1979, 1984, 1990, 1994, 2001, 2006, 2010) をもとに推計した．住宅統計等では，










率に対して，機種別の 1 人 1 日当たりの標準使用水量を乗じることで，社会におけるトイ
レの平均使用水量を推計した． 
機種別の販売開始年は，T 社の HP を参考に，1975 年度までは 20 リットル型トイレの
みが販売され，1976 年度以降に 13 リットル型が販売され始め，1994 年度から大 10 リッ
トル・小 8リットル型，1999年度から大 8リットル・小 6リットル型，2006年度から大 6
リットル・小 5リットル型，2010年度から大 4.8リットル・小 4リットル型が販売され始
めたと仮定した．T 社を代表としたのは，1990 年代以降の衛生陶器の市場シェアは，T 社
が 6 割以上を占めている (日経シェア調査等) ためである．なお，2007 年度に販売され始
めた大 5.5リットル・小 4.5リットル型は，2006年度に販売され始めた大 6リットル・小
5 リットル型と使用水量の差が小さいため省略した．大 4.8 リットル・小 4 リットル型は
2009 年度から販売され始めたが，普及型のタンク式が販売され始めた 2010 年度からとし
た．1975 年度は 20 リットル型便器が 100％普及していたと仮定した．家庭におけるトイ








2008 年度から 2028 年度までのトイレの平均使用水量の予測方法を述べる．ここでは，
世帯数は一定と仮定し，水洗化率は一律 95％を用いた．水洗化されていない 5％の世帯に
おけるトイレの買い替えは使用水量に反映されないため，使用水量に 0.95を乗じた． 
1976 年度から 2010 年度までの各年において，前述した機種別の販売開始年と最新型機
種が購入される比率，1人 1日当たりトイレ使用回数を用いて，各年に買い替えを行った世
帯における使用水量を推計した．  
そして，1976 年度から 2010 年度にトイレの買い替えを行った世帯における使用水量の
回帰式を作成した．技術開発の進展については，ロジスティック曲線が適合する (弘岡, 
2003) ことから，(4.1) 式のロジスティック曲線により，t 年に買い替えを行った世帯にお


















tq )(1)(                             (4.2) 
 
(4.1) 式を (4.2) 式に代入して得られる (4.3) 式より，社会におけるトイレの平均使用水





















                       (4.3) 
以上を用いて，トイレの買い替えサイクル T が短縮された場合と，最新型機種が購入さ
れる比率が変化した場合の平均使用水量を予測した．機器の買い替えサイクルについては，












 住宅統計等より，高松市の 1976年度から 2010年度までの水洗化率を推計した結果は，































































































































































水洗化率 95%，最新型機種が購入される比率を 7割とし，1976年度から 2010年度まで
にトイレの買い替えを行った世帯における使用水量から，(4.1) 式のロジスティック曲線の




















































































































































































































図 4.13 各年度のトイレ買い替え世帯   





図 4.15 トイレの買い替えサイクルが短縮 







 買い替えサイクルが 20年の場合，2028年度の平均使用水量は 16.8リットル/人日であっ
たが，買い替えサイクルが 15年まで短縮された場合は 14.3リットル/人日であり，買い替






 買い替えサイクルを 20年とし，最新型機種が購入される比率が 7割から，8割，9割，
10割と上昇した場合のトイレの平均使用水量の予測結果を図 4.16に示す．最新型機種が購
入される比率が 7 割，8 割，9 割，10 割の場合の (4.1) 式のロジスティック曲線のパラメ
ータ (K，a，b) は，それぞれ，(121, 0.064, －0.940)，(115, 0.063, －0.940)，(110, 0.062, 
－0.913)，(104, 0.061, －0.912) と推定した． 
最新型機種が購入される比率が 7割の場合，2028年度の平均使用水量は 16.8リットル/
人日であったが，10 割の場合でも 15.9 リットル/人日であり，0.9 リットル/人日 (約 3%)
しか差がなかった． 
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流域を対象とした研究 (Booker et al., 2005) 等がある．また，計画段階から貯水池の信頼
性を評価する検討も行われてきている (多々納ら, 1991)．
平常時の需要量が抑制されると，渇水時に使用水量をさらに抑制することが困難になる




候変動の影響を考慮することも重要である．図 5.1に示す，文部科学省等 (2012) により整
理された，過去からの長期的な降雨の動向をみると，日降水量 1.0 ㎜以上の年間日数は減少

















に石手川ダムの貯水容量配分を示す．総貯水容量は 1,280 万 m3であり，利水容量が 630 万
m3，洪水調節容量が 430 万 m3，堆砂容量が 220 万 m3である．利水容量の内訳は，松山市




補給量が抑制される．1991 年度から 2007 年度までの 17 間で，取水制限 (自主節水を除く) 
が実施された年は，1992 年度，1994 年度，1995 年度，1996 年度，1997 年度，1998 年度，
2000 年度，2001 年度，2002 年度，2003 年度，2005 年度，2007 年度の 12 年間あり，半
分以上の年で取水制限が実施されている．これらのうち，上水道の給水制限が実施された
のは，1994 年度～1995 年度，2002 年度～2003 年度，2007 年度の 3 回である．これら 3
回の取水制限の経緯を表 5.1に示す．
1994 年度～1995 年度の渇水時には，1994 年 8 月 26 日から 10 月 16 日までの間におい
て，石手川ダムの利水容量が底をつき，堆砂容量内の貯留水からの取水が行われた．この
うち，堆砂容量内の貯留水も底をついた 9 月 25 日から 9 月 28 日までの間においては，高
知県仁淀川水系の面河ダムの工業用水から，松山市の水道用水への転用がなされた．
2002 年度～2003 年度の渇水，2007 年度の渇水では，石手川ダムの利水容量は枯渇には
至らなかった．
図 5.3 石手川ダムの貯水容量配分 (石手川ダム HPより)
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表 5.1 主な年の石手川ダム取水制限の経緯




1994 年 6 月 24 日 20％ 20％ 10％
1994 年 7 月 5 日 25％ 25％ 20％ 25％減圧給水 (7/11～)
1994 年 7 月 13 日 35％ 35％ 40％
1994 年 7 月 19 日 40％ 58％ 40％ 50％減圧給水 (7/20～)
1994 年 7 月 23 日 40％ 67％ 42％
16 時間給水 (7/26～）
12時間給水 (7/29～）
1994 年 8 月 1 日 42％ 67％ 42％
8時間給水 (8/1～)
5 時間給水 (8/22～)
1994 年 8 月 30 日 35％ 67％ 42％
1994 年 9 月 25 日 29％ 67％ 42％
1994 年 10 月 5 日 29％ 83％ 73％
8時間給水 (10/22～)
12 時間給水 (11/9～)
1994年 11月 26日 25％ 83％ 73％ 10％減圧給水 (11/27～)
1995 年 1 月 20 日 23％ 83％ 24％
1995 年 4 月 11 日 36％ 91％ -
1995 年 5 月 1 日 解除 解除 解除 給水制限解除 (5/1)




2002 年 6 月 27 日 5％ 5.5% 10％
2002 年 7 月 17 日 10％ 11.1% 30％
2002 年 8 月 1 日 15％ 50％ 50％
2002 年 8 月 20 日 15％ 55％ 50％ 25％減圧給水 (9/2～)
2002 年 10 月 6 日 15％ 33％ 33％ 50％減圧給水 (10/28～)
2002年 11月 18日 18％ 50％ 50％
2003 年 1 月 31 日 25％ 66.7％ 66.7％





2007 年 6 月 4 日 10％ 45.5％ 10％ 25％減圧給水 (6/12～)
2007 年 6 月 15 日 13％ 16.7％ 20％
2007 年 6 月 22 日 18％ 27.8％ 25％ 50％減圧給水 (6/27～)
2007 年 6 月 29 日 18％ 27.8％ 35％
2007 年 7 月 1 日 30％ 33.3％ 35％
































































































































化，給水制限を考慮した回帰モデルを用いて，家庭用の 1 人 1 日あたり使用水量，業務用
の 1 件 1 日あたり使用水量を予測し，給水人口，業務用給水件数を乗じて算出した．回帰
モデルの構造は，第 2 章 (2.5) 式，(2.6) 式のとおりである．回帰モデルのパラメータにつ
































において，家庭用，業務用使用水量の予測式は，1996 年 3 月 31 日までは，表 2.10，表 2.11
の前期のパラメータを用い，その後，1999 年 3 月までは中期のパラメータ，以降は後期の
パラメータを用いた．
図 5.5 に 1994 年度と 2002 年度の貯水量と，1 人 1 日当たり家庭用使用水量の計算結果
を示す．表 5.2に給水制限日数，貯水池枯渇日数，等価変分の計算結果を，1994 年度，2002
年度，全期間に分けて示す．
図 5.5 より，ケース 1-2 はケース 1-1 に比べて，1994 年度の 11 月以降の貯水量が若干少
な目であるものの，貯水量，家庭用使用水量の変動を全体的に再現できていると考えられ
る．表 5.2 より，ケース 1-2 は，ケース 1-1 と比べて給水制限日数が若干多くなるものの，
貯水池枯渇日数は，少なく計算される傾向がある．等価変分は，1994 年度については 2 割






















































































































































































































































































































ケース 1-1 ケース 1-2
(a) 貯水量 (1994 年度)           (b) 貯水量 (2002 年度)




ケース 1-1 ケース 1-2
1994 年度
給水制限日数 (日) 264 313
給水制限日数率 (％) 72.3 85.8
枯渇日数 (日) 51 18
枯渇日数率 (％) 14.0 4.9
1 人当たり等価変分 (円/人) 12,416 14,191
合計等価変分 (千円) 5,272,380 6,026,123
2002 年度
給水制限日数 (日) 211 287
給水制限日数率 (％) 57.8 78.6
枯渇日数 (日) 0 0
枯渇日数率 (％) 0 0
1 人当たり等価変分 (円/人) 9,335 7,580
合計等価変分 (千円) 4,138,206 3,360,214
全期間
給水制限日数 (日) 538 2,397
給水制限日数率 (％) 8.9 39.5
枯渇日数 (日) 51 18
枯渇日数率 (％) 0.8 0.3
1 人当たり等価変分 (円/人) 24,130 34,927
合計等価変分 (千円) 10,451,380 15,020,110
5.4.2 水使用形態，給水人口等の影響
1990 年代から 2000 年代にかけて生じた，水使用形態，給水人口，業務用給水件数の変
化による家庭の渇水被害，石手川ダム貯水池運用への影響を把握するため，水使用形態，
給水人口等が，1994 年度から 2007 年度に変化したことによる比較を行う．家庭用，業務
用使用水量の推計式のパラメータとして，1994 年度は第 2 章表 2.10，表 2.11 の前期 (1994
年渇水まで) を用い，2007 年度は後期 (1999 年以降) を用いる．第 2 章で示したように，
家庭用，業務用ともに，1994 年と比べて 2000 年以降の渇水時には，平常時の需要量は減
少したものの，給水制限実施による追加節水量が減少した．1994 年度の給水人口は 424,644
人，2007 年度は 447,700 人であり，2007 年度の方が約 5％多い．給水件数については，1994
年度は 29,752 件，2007 年度は 31,582 件であり，大きな変化はない．計算ケースは以下の
とおりである．
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ケース 2-1：水使用形態‐1994 年度，給水人口等‐1994 年度
ケース 2-2：水使用形態‐1994 年度，給水人口等‐2007 年度
ケース 2-3：水使用形態‐2007 年度，給水人口等‐1994 年度
ケース 2-4：水使用形態‐2007 年度，給水人口等‐2007 年度
図 5.6 に貯水量と 1 人 1 日当たり家庭用使用水量の計算結果を示す．表 5.3 に給水制限
日数，貯水池枯渇日数，等価変分の計算結果を 1994 年度，2002 年度，全期間に分けて示
す．
ケース 2-1 とケース 2-2 の比較，ケース 2-3 とケース 2-4 の比較は，給水人口が 5％増加
したこと等による変化である．これより，給水制限日数，枯渇日数，等価変分ともに増加
する．
ケース 2-1 とケース 2-3 の比較，ケース 2-2 とケース 2-4 の比較は，同一の給水人口等の
もとで，水使用形態が 1994 年度から 2007 年度の状態に変化した場合の比較である．1994
年度の流況においては，ケース 2-1 よりもケース 2-3 の枯渇日数が約 31％多く，ケース 2-2
よりもケース 2-4 の方が約 8％多い．水使用形態の変化により枯渇日数が増加している．こ
れは，図 5.6(a)にみられるように，ケース 2-3，ケース 2-4 の 1994 年 8 月以降の貯水量の
低下速度が，ケース 2-1，ケース 2-2 よりも早いためである．これは，厳しい給水制限が実
施された場合の家庭用の追加節水量が減少したことを反映している．一方で，7 月頃まで，
ケース 2-3 とケース 2-4 は，ケース 2-1，ケース 2-2 と比べて，貯水量が多く，給水制限強
度が緩いこともあり，年間を通じた等価変分は，ケース 2-3，ケース 2-4 の方が，ケース 2-1，
ケース 2-2 よりも少ない．また，2007 年の水使用形態における冬期の給水制限時の使用水
量は，1994 年度の水使用形態における使用水量より多いため，ケース 2-3，ケース 2-4 は
10 月以降の貯水量の回復が遅い特徴がみられる．
2002 年度の流況においては，いずれのケースも貯水池の枯渇は生じない．図 5.6(b)にみ
られるように，水使用形態が 2007 年度の状態であるケース 2-3，ケース 2-4 は，1994 年度
の状態であるケース 2-1，ケース 2-2 と比べて，平常時の水需要量が少ないため，貯水量が
減少しにくい．このため給水制限強度が全体的に緩く，等価変分は減少する．ケース 2-1
とケース 2-3 の合計等価変分の差は約 1,803 百万円である．1994 年度の流況下でのケース
2-1 とケース 2-3 の合計等価変分の差は，約 245 百万円であり，2002 年度の流況の方が，
水使用形態の違いによる経済的被害の差が大きい．
全期間の計算結果をみると，2007 年度の水使用形態であるケース 2-3，ケース 2-4 は，
ケース 2-1，ケース 2-2 に比べて給水制限日数が少ないものの，枯渇日数は多い．
以上の結果をあわせて考えると，1994 年度から 2007 年度までの変化としては，平常時
の水需要量が減少し給水制限が実施されにくくなったものの，給水制限による追加節水量
が減ったため，貯水池が枯渇しやすくなったことと，給水人口等が増加したことが，複合









































































































































































































































ケース 2-1 ケース 2-2












































































ケース 2-1 ケース 2-2









(a) 貯水量 (1994 年度)           (b) 貯水量 (2002 年度)




ケース 2-1 ケース 2-2 ケース 2-3 ケース 2-4
1994 年度
給水制限日数 (日) 307 322 307 307
給水制限日数率 (％) 84.1 88.2 84.1 84.1
枯渇日数 (日) 16 25 21 27
枯渇日数率 (％) 4.4 6.8 5.8 7.4
1 人当たり等価変分 (円/人) 13,877 15,462 13,301 14,785
合計等価変分 (千円) 5,892,785 6,922,337 5,648,190 6,619,245
2002 年度
給水制限日数 (日) 297 365 276 284
給水制限日数率 (％) 81.4 100.0 75.6 77.8
枯渇日数 (日) 0 0 0 0
枯渇日数率 (％) 0 0 0 0
1 人当たり等価変分 (円/人) 7,903 12,103 3,658 5,630
合計等価変分 (千円) 3,355,962 5,418,513 1,553,348 2,520,551
全期間
給水制限日数 (日) 3,132 4,642 1,758 2,008
給水制限日数率 (％) 51.6 76.5 29.0 33.1
枯渇日数 (日) 16 25 21 27
枯渇日数率 (％) 0.3 0.4 0.3 0.4
1 人当たり等価変分 (円/人) 40,284 73,045 24,351 29,993





合を，実績から想定される割合を標準として，0.5 倍，1.0 倍 (標準) ，2.0 倍と変化させる．
この割合が大きいほど，給水制限強度が厳しく設定されることになる．計算ケースは以下
のとおりである．なお，ケース 3-2 は，前項のケース 2-4 と同じである．
ケース 3-1：貯水量低下に対する給水制限強度の強化割合 0.5 倍 (緩い) 
ケース 3-2：貯水量低下に対する給水制限強度の強化割合 1.0 倍 (標準) 
ケース 3-3：貯水量低下に対する給水制限強度の強化割合 2.0 倍 (厳しい) 
図 5.7 に貯水量と 1 人 1 日当たり家庭用使用水量の計算結果を示す．表 5.4 に給水制限






















































































































































































































































































































制限強度が厳しいケース 3-3 は，ケース 3-2 とほぼ同じであるが，給水制限強度が緩いケー
ス 3-1 は枯渇日数が約 4 割増えた．しかし，等価変分は給水制限強度が緩いほど少なく，
ケース 3-1 はケース 3-2 の約 56％である．
2002 年度の流況では，どのケースも枯渇は生じず，給水制限日数は各ケースとも同じで
ある．等価変分は給水制限強度が緩いほど少なく，ケース 3-1 はケース 3-2 の約 50％であ
る．
全期間でみると，給水制限強度が緩いほど，給水制限日数や枯渇日数は増加するものの
等価変分は減少する．ケース 3-1 とケース 3-2 を比べると，ケース 3-1 の給水制限日数はケ






(a) 貯水量 (1994 年度)           (b) 貯水量 (2002 年度)




ケース 3-1 ケース 3-2 ケース 3-3
1994 年度
給水制限日数 (日) 307 307 307
給水制限日数率 (％) 84.1 84.1 84.1
枯渇日数 (日) 39 27 26
枯渇日数率 (％) 10.7 7.4 7.1
1 人当たり等価変分 (円/人) 8,342 14,785 15,963
合計等価変分 (千円) 3,734,713 6,619,245 7,146,635
2002 年度
給水制限日数 (日) 284 284 284
給水制限日数率 (％) 77.8 77.8 77.8
枯渇日数 (日) 0 0 0
枯渇日数率 (％) 0 0 0
1 人当たり等価変分 (円/人) 2,798 5,630 10,942
合計等価変分 (千円) 1,252,665 2,520,551 4,898,733
全期間
給水制限日数 (日) 2,037 2,008 1,918
給水制限日数率 (％) 33.6 33.1 31.6
枯渇日数 (日) 39 27 26
枯渇日数率 (％) 0.6 0.4 0.4
1 人当たり等価変分 (円/人) 16,220 29,993 45,205
合計等価変分 (千円) 7,261,695 13,427,866 20,238,277
る家庭用以外の被害と，家庭における経済的被害を含めた包括的な評価 (細井ら, 2002; 





用給水件数は，2025 年度の推計値を用いる．国立社会保障・人口問題研究所 (2008) によ
り予測された松山市の将来推計人口を図 5.8 に示す．将来推計人口は，2010 年の 515,577
人をピークに，2025 年には 489,854 人と，2010 年に対して約 5％減少すると推計されてい
る．2035 年には 456,509 人と，2010 年に対して約 11.5％減ると推計されている．2012 年
の旧松山市の人口比率 (約 94％) と，人口に対する給水人口の比率 99.7％が，将来におい






















う想定である．2025 年度のトイレ 1 回あたり使用水量は，節水型機器普及促進策を講じな




ても示す．ケース 4-1 は，前々項のケース 2-4，前項のケース 3-2 と同じである．
  ケース 4-1 2007 年度の水使用形態
  ケース 4-2 2025 年度の水使用形態
  ケース 4-3 2025 年度の水使用形態，買い替えサイクルが半分になる場合
  ケース 4-4 2025 年度の水使用形態，買い替えサイクルが半分になり，
貯水量低下に対する給水制限強度の強化割合 0.5 倍 (緩い)
  ケース 4-5 2025 年度の水使用形態，買い替えサイクルが半分になり，






















































































































































































































































ケース 4-1 ケース 4-2
























































































ケース 4-1 ケース 4-2
ケース 4-3 ケース 4-4
ケース 4-5
図 5.9 に貯水量と 1 人 1 日当たり家庭用使用水量の計算結果を示す．表 5.5 に給水制限
日数，貯水池枯渇日数，等価変分の計算結果を 1994 年度，2002 年度，全期間に分けて示
す．
まず，ケース 4-1 とケース 4-2 を全期間で比較すると，給水人口の減少と 1 人 1 日あた
り使用水量の減少により，ケース 4-2 はケース 4-1 に対して，給水制限日数は 82％，枯渇
日数は 37％，等価変分は 67％まで減少する．
ケース 4-2 とケース 4-3 を比較すると，節水型機器の普及に伴う水需要の抑制により，全
期間のケース 4-3 の枯渇日数は，ケース 4-2 に対して 50％，等価変分は 93％まで減少する．
ケース 4-4 は水需要の抑制とあわせて，給水制限強度が緩和されるため，ケース 4-3 と比
べて全期間の貯水池枯渇日数は増えるものの，施策未実施の状態であるケース 4-2 よりも枯
渇日数が少ない．さらに，等価変分はケース 4-2 の約 47%と大幅に少ない．
ケース 4-5 は，給水制限強度が厳しく設定されるため，枯渇日数はケース 4-3 より減少す
るものの，等価変分が増え，1994 年の流況や全期間においては，ケース 4-1 よりも増えて
いる．
(a) 貯水量 (1994 年度)           (b) 貯水量 (2002 年度)




ケース 4-1 ケース 4-2 ケース 4-3 ケース 4-4 ケース 4-5
1994 年度
給水制限日数 (日) 307 307 307 307 307
給水制限日数率 (％) 84.1 84.1 84.1 84.1 84.1
枯渇日数 (日) 27 10 5 9 3
枯渇日数率 (％) 7.4 2.7 1.4 2.5 0.8
1 人当たり等価変分 (円/人) 14,785 11,850 10,930 5,474 15,807
合計等価変分 (千円) 6,619,245 5,439,150 5,016,870 2,512,566 7,255,413
2002 年度
給水制限日数 (日) 284 240 228 231 223
給水制限日数率 (％) 77.8 65.8 62.5 63.3 61.1
枯渇日数 (日) 0 0 0 0 0
枯渇日数率 (％) 0 0 0 0 0
1 人当たり等価変分 (円/人) 5,630 1,947 1,700 842 3,536
合計等価変分 (千円) 2,520,551 893,673 780,300 386,478 1,623,024
全期間
給水制限日数 (日) 2,008 1,654 1,636 1,642 1,628
給水制限日数率 (％) 33.1 27.3 27.0 27.1 26.8
枯渇日数 (日) 27 10 5 9 3
枯渇日数率 (％) 0.4 0.2 0.1 0.1 0
1 人当たり等価変分 (円/人) 29,993 19,738 18,359 9,264 31,024








気候変動の影響について，近未来 (2046 年～2065 年)，世紀末 (2080 年～2099 年) の気
候条件による将来予測を行う．水使用形態，給水人口，給水件数については，2025 年度の















































































気候モデルの計算結果は，IPCC の Data Distribution Center より入手した．気候モデ
ルは，現在気候 (1980 年～1999 年) における月降水量，気温の変化傾向が，松山の特徴を
概ね再現していることから，CSIRO-MK3.0 を用いた．このモデルは，オーストラリアの
Australia's Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation により作成
されたものであり，このうち，現在気候 (run1，run2，run3) 及び A1B シナリオにおける
計算結果を用いた．松山の AMeDAS 観測値と，気候モデルによる月降水量，月平均気温，
月平均日最高気温を比較した結果を図 5.10 に示す．




月降水量については，現在気候 (1980 年～1999 年，run1~run3) の値は，いずれも 6 月
に降水量が多く，冬場に少ない傾向であり，AMeDAS 観測値と同様の変動である．また，
9 月の台風期に降水量が増える傾向についても同様である．近未来 (2046 年～2065 年) ，
世紀末 (2080 年～2099 年) についても，現在気候と大きな違いはない．現在気候における
年平均降水量は，run1 が平均 1,406 ㎜，run2 が平均 1,298 ㎜，run3 が平均 1,274 ㎜であ
り，3 者の平均値は 1,326 ㎜である．近未来は年平均 1,400 ㎜，世紀末は年平均 1,350 ㎜で
あり，現在気候の 3 ケースの変動の範囲内に含まれる．しかし，世紀末については，4 月か
ら 6 月までの降水量が現在気候に比べて少なく，7 月から 9 月までが多い．すなわち，降雨
のピークが少し後ろの月にずれている特徴がある．
月平均気温については，現在気候 (1980 年～1999 年，run1~run3) の値は，AMeDAS
観測値と比べて，年平均約 3℃低いが，年間の増減傾向は同等である．近未来は，現在気候
と比べて年平均 1.3℃高い．世紀末は，年平均 2.1℃高く，気温が上昇する傾向である．






ケース 5-2 近未来 (2046 年～2065 年)
ケース 5-3 世紀末 (2080 年～2099 年)
なお，ケース 5-1 は，前項のケース 4-2 と同じである．
図 5.11 に貯水量と 1 人 1 日当たり家庭用使用水量の計算結果を示す．表 5.6 に給水制限
日数，貯水池枯渇日数，等価変分の計算結果を 1994 年度，2002 年度，全期間に分けて示
す．





















































































































































































































































































































） ケース 5-1 ケース 5-2
ケース 5-3
(a) 貯水量 (1994 年度)           (b) 貯水量 (2002 年度)




ケース 5-1 ケース 5-2 ケース 5-3
1994 年度
給水制限日数 (日) 307 305 309
給水制限日数率 (％) 84.1 83.6 84.7
枯渇日数 (日) 10 6 8
枯渇日数率 (％) 2.7 1.6 2.2
1 人当たり等価変分 (円/人) 11,850 12,463 12,056
合計等価変分 (千円) 5,439,150 5,720,517 5,533,704
2002 年度
給水制限日数 (日) 240 234 238
給水制限日数率 (％) 65.8 64.1 65.2
枯渇日数 (日) 0 0 0
枯渇日数率 (％) 0 0 0
1 人当たり等価変分 (円/人) 1,947 1,759 1,891
合計等価変分 (千円) 893,673 807,381 867,969
全期間
給水制限日数 (日) 1,654 1,602 1,591
給水制限日数率 (％) 27.3 26.4 26.2
枯渇日数 (日) 10 6 8
枯渇日数率 (％) 0.2 0.1 0.1
1 人当たり等価変分 (円/人) 19,738 19,636 19,282
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高松市の 2000 年以降の家庭用水の需要量を，1994 年と比べると，夏場は大きな違いが
ないものの，冬場は 1 人 1 日当たり 9 リットル以上増加した．松山市の需要量は，年間を








































来予測を行った．こうした施策が導入されなかった場合でも，2008 年度に比べて 2028 年
度のトイレの使用水量は半減すると予測された．ただし，買い替えサイクルが通常の 20年
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